
 

  現在、多くの地方公共団体において財務書類の作成が進んでいますが、複数の方式（「基準

モデル」、「総務省方式改訂モデル」及び一部の自治体による独自方式）が存在し、各団体間

での比較分析が困難などの課題がありました。そのため、総務省では平成２７年１月に「統一的

な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、当該基準による財務書類を原則として平成２７

年度から平成２９年度までの３年間で全ての地方公共団体において作成するよう総務省から

要請がなされました。

　この要請を受け、本市では平成２０年度決算から作成してきた総務省方式改訂モデルにかわ

り、平成２８年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成しています。

令和５年度防府市財務書類～統一的な基準～
（概要版）

山口県市町総合事務組合※

水道事業会計

工業用水道事業会計

公共下水道事業会計

（一財）防府水道センター

と場事業特別会計

青果市場事業特別会計

交通災害共済事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業・サービス事業）

後期高齢者医療事業特別会計

山口県後期高齢者医療広域連合※

※については、出資割合に応じて連結しています。

（公財）防府市文化振興財団

（公社）防府市農業公社

（社福）防府市社会福祉事業団

（社福）防府市社会福祉協議会

（有）野島海運

防府地域振興（株）

一般会計

競輪事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

防府市土地開発公社

連結財務書類

全体財務書類

一般会計等



（１）貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）
（令和6年3月31日）

下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 （単位：千円）

１．固定資産
有形固定資産

事業用資産
インフラ資産
物品

無形固定資産
投資その他の資産

２．流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金
棚卸資産
その他
徴収不能引当金

資産合計

１．固定負債
地方債
長期未払金
退職手当引当金
その他

２．流動負債
１年以内償還予定地方債
未払金
未払費用
前受金
前受収益
賞与等引当金
預り金
その他

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

主な項目の説明

資産 ：
負債 ： 地方債や退職手当引当金など将来世代の負担となるもの
純資産 ： 過去の世代や国・県などが負担した将来返済しなくてよい資産

貸借対照表について

　

資産の部

負債の部

学校、公園、道路など将来世代に引き継ぐ社会資本や、基金など将来現金化することが可能な資産

※会計年度末の保有資産（資産）を上側に、それらの資産に対する取得財源（負債及び純資産）を下側に表しています。

純資産の部

13,611,134

全体財務書類
226,401,674
212,016,416
84,326,668

121,861,117

6,688,625
0

5,062,017
8,419,831

20,581,779

0
0

△ 915
156,853,193

△ 1,751
399,700
13,358

774,124
14,116,675

246,983,454

一般会計等
146,865,287
136,674,372
80,767,965
55,256,209

650,199
168,369

10,022,545
9,987,907
3,188,033

112,163
0

6,688,625

41,003,372

一般会計等
47,920,087

12,012
892,070
607,631

0
0
0

1,088,317
5,808,927
8,408,958

401,566

全体財務書類

70,946,729
78,626,614

6,058,765
1,219,554

53,276,921
0

25,824
5,671,337
1,219,554

76,638
3,836,651
5,356,835

892,070
551,476

0
0
0

  市の決算書が、１年間の収支を表したものであるのに対し、貸借対照表は行政サービスを提供するため

に所有する資産がどれだけあり、その資産を形成するために今までどのような財源で賄ってきたのかを表す財

務書類です。

　本市の一般会計等における資産合計は１５６，８５３，１９３千円であり、うち固定資産は１４

６，８６５，２８７千円で９３．６％を占めています。固定資産の内訳では、学校などの事業用資

産が８０，７６７，９６５千円、道路などのインフラ資産が５５，２５６，２０９千円となっていま

す。また、流動資産は９，９８７，９０７千円で、主なものは基金６，６８８，６２５千円、現金

預金３，１８８，０３３千円です。

　一方、負債の合計は５３，２７６，９２１千円であり、うち固定負債は４４，０４９，４７０千

円で８２．７％を占め、主なものは地方債の３７，１３２，７５６千円、退職手当引当金の５，６

７１，３３７千円です。

246,983,454
159,947,882

全体財務書類
87,035,571

156,853,193
103,576,272

一般会計等



（２）行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss Statement）
（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 （単位：千円）

１．経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

２．経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト（２－１＝A）

３．臨時損失

４．臨時利益

純行政コスト（A－３＋４）

主な項目の説明

人件費 ： 職員給与費や退職手当引当金繰入額など

物件費等 ：

その他の業務費用 ： 市債償還の利子など

移転費用 ： 各種団体への補助金や児童手当、生活保護費等の社会保障経費など

経常収益 ： 使用料や手数料、財産貸付収入、預金利子、受託事業収入、雑入など

臨時損失 ： 災害復旧に要する経費、資産の除却や売却により生じた損失など

臨時利益 ： 資産の売却により生じた利益など

行政コスト計算書について

　１年間に提供された行政サービスにどのくらいのコストが掛かったのかを計算したもので、従来の収支決算

では捕捉できなかった、減価償却費や引当金繰入額などの現金支出を伴わないコストについても計上して

います。

　本市の一般会計等における純行政コストは４０，９５４，１５０千円で、経常費用４３，３８

５，１６１千円から経常収益２，５１０，７４４千円を引いた純経常行政コストは４０，８７

４，４１７千円です。経常費用の内訳では、市が直接的にサービスを提供する業務費用は２３，０３

８，１９８千円（構成比５３．１％）で、間接的にサービスを提供する移転費用は２０，３４６，

９６３千円（構成比４６．９％）となっています。業務費用の内訳では、減価償却費４，３４１，

０４３千円を含む物件費等が１４，６２２，４９２千円、人件費が７，４４６，３４０千円で

大部分を占めています。また、移転費用では社会保障給付が７，４９８，０５０千円、補助金等が

８，６１２，１０１千円となっています。

　　一方、行政サービス利用の対価として、市民の皆さまが負担する使用料・手数料や財産貸付収入など

の経常収益は２，５１０，７４４千円です。なお、経常収益には市税などの一般財源や国・県補助金

などの移転収入は含まれていません。

科目

備品購入費や消耗品費、委託料、施設等の維持補修にかかる経費、減価償

却費（社会資本の経年劣化等に伴う減少額）など

全体財務書類

8,612,101

20,346,963

33,040,933

40,597,247

969,366

14,622,492

7,446,340

23,038,198

10,752

90,485

△ 40,874,417

1,763,710

一般会計等

43,385,161 85,891,313

3,917,533

23,205,322

31,108

0

7,525,207

14,642,149

22,389,600

8,262,318

45,294,066

747,034

2,510,744

21,966

4,214,845

7,498,050

△ 40,954,150 △ 62,773,823

10,752

98,584

△ 62,685,991

19,287,789



（３）純資産変動計算書（NW：Net Worth Statement）
（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 （単位：千円）

前年度末純資産残高

１．純行政コスト（△）

２．財源

税収等

国県等補助金

本年度差額（１＋２＝A）

３．資産評価差額

４．無償所管換等

５．その他

本年度純資産変動額（A＋３＋４＋５）

本年度末純資産残高

主な項目の説明

税収等 ： 市税、地方交付税、分担金・負担金など

国県等補助金 ： 国庫支出金、県支出金など

資産評価差額 ： 有価証券などの資産の評価差額

無償所管換等 ： 無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など

その他 ： 上記以外の純資産及びその内部構成の変動

純資産変動計算書について

　純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてもよい財産）が１年間でどのように変動した

のかを「財源」「資産評価差額」「無償所管換等」「その他」に区分して示すものです。

　本市の一般会計等における本年度末の純資産残高は、１０３，５７６，２７２千円と前年度末に

比べて、１，０８９，１０９千円増加しています。これは、純行政コスト４０，９５４，１５０千円

に対して、財源（税収等、国県等補助金）が４２，０３３，９１３千円で、「本年度差額」がプラス

１，０７９，７６３千円となり、無償所管換等１０，９１６千円により本年度純資産変動額がプラ

ス１，０８９，１０９千円となったことによるものです。なお、「本年度差額」のプラスは、減価償却費や

引当金等の現金支出を伴わないコストを含めたフルコストの視点でみると、税収等の当該年度の財源よりコ

ストの方が大きいということになります。

科目

△ 40,954,150

102,487,163

一般会計等

27,909,542

40,544,300

159,947,882

1,079,763

14,053,555

27,980,358

42,033,913

103,576,272

1,089,109

0

10,916

△ 1,570

68,453,842

△ 62,766,233

153,962,148

全体財務書類

5,985,734

0

299,695

△ 1,570

5,687,609



（４）資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow Statement）
（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 （単位：千円）

１．業務活動収支
業務支出

業務費用支出
移転費用支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
２．投資活動収支

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

３．財務活動収支
財務活動支出

地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

主な項目の説明

業務活動収支 ： 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出されるものに係る収支
投資活動収支 ： 固定資産や投資及び出資金などの取得・売却に係る収支
財務活動収支 ： 地方債の借入、償還などに係る収支

資金収支計算書について

科目

7,717,246
11,286,697

△ 7,974,224
0
0

20,331,012
18,329,185
38,660,197
5,192,334

27,960,937
43,852,531

0
6,531,101
6,531,101

12,912
3,871,694
3,884,606
2,646,495

0
30,197

795,668
1,829,431

657,178

1,748,192
747,025

13,396,378

3,312,473
0

795,176
84,765

2,689,510

0
0

26,613,759
36,064,368
85,818,498
40,581,296
37,644,405

0
0
0

19,224,610
3,915,762

795,668
2,049,052

一般会計等

2,295,963
2,431,357

△ 135,395

1,240,919
4,153,532

0
795,176

0
3,164,992

10,492,111
14,452,280

△ 10,298,748
0

　１年間の現金預金の増減を「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」に区分し残高を示し

たもので、どのような活動に資金が必要であったかを表したものです。

　本市の一般会計等における資金収支は、業務活動収支がプラス５，１９２，３３４千円、投資活

動収支がマイナス７，９７４，２２４千円、財務活動収支がプラス２，６４６，４９５千円となり、

結果としてトータルマイナス１３５，３９５千円となりました。これは、投資活動収支と財務活動収支のマ

イナスを業務活動収支によるプラスが上回っていることで資金が増加しているということを示しています。なお、

本年度末資金残高は２，２９５，９６３千円となりました。

78,225,702
7,592,797

全体財務書類

7,527,761
7,577,885
△ 50,124

15,620
8,481,601
8,497,221

12,912
5,828,482
5,841,394
2,655,827

37,698
30,197


